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日本医労連は昨年６月に「2015年介護施設夜勤実態調査」を実施し、日本医労連に加盟する介護施設（特養・老健・グループホーム・小規模多機能施設・複合型サービス施設・短期入所施設）の夜勤実態を集約しました。調査結果に基づいてご報告させていただきます。詳細は、記者会見時に配布予定の別紙｢調査報告書｣（「医療労働」２月号）をご参照ください。
１、調査目的と内容
　介護施設の夜勤は、利用者数に比べて少ない体制で行われており、労働者の労働負担が大きくなっています。また、夜勤の日数（回数）についての上限は法定となっていないため、人員不足なども相まって、日数（回数）の負担も大きくなっています。本調査は、こうした夜勤実態を把握し、改善につなげることを目的に行っています。今回の調査報告は、特養・老健・GH・小規模多機能・看護小規模多機能・短期入所施設を対象に、143施設4,953人の集計結果をもとに報告しています。
２、職員体制
　介護施設の介護職員の配置基準は3：1（利用者：職員）とされていますが、多くの施設で基準以上の職員配置となっています。

また、老健や看護小規模多機能型居宅介護施設（以下、看護小規模多機能）では看護職員の配置が2～3割弱となっていますが、それ以外の施設は介護職が8割～9割を占めています。

また、非正規職員の割合は、特養・老健など、中～大規模に展開される施設では非正規職員の割合が2割前後と低くなっていますが、ＧＨ・小規模多機能型など、比較的規模の小さい事業所では3割超と高くなっています。

３、勤務シフト
　　介護施設では、利用者の生活リズムに合わせて勤務が組まれています。しかし、十分な人員配置となっていないため、勤務シフト（早番・日勤・遅番・夜勤など、一日のシフト）の数も多くなっています。特養、老健、小規模多機能、短期入所で平均５通り以上となっており、全職場の平均シフト数も5.2通りとなっています。シフト数が多くなればなるほど、職員やその家族への負担は深刻です。勤務シフトを減らすためには、職員の配置数を増やす以外にありません。
４、夜勤実態
・　夜勤形態は、「２交替夜勤（※2）」の職場が９割近くを占めています。また、「２交替夜勤」の職場のうち、64.5％が勤務時間16時間以上となっており、介護職場の圧倒的多数で長時間夜勤を強いられていることが明らかになっています。
・　看護職場等には夜勤の上限が指針として示されています（看護師確保指針）。その指針「月8日以内（2交替では4回以内）」に照らすと、2交替職場では4割近くが指針の回数を超えています。

・　夜勤時の職場（ユニット・フロア等の単位）ごとの職員配置では、有効回答数に対して特養で57.1％、短期入所で60.9％、GHや小規模多機能・看護小規模多機能では100％が一人体制となっていました。
・　仮眠室の有無については、回答のあった118施設のうち約４割にあたる47施設で「仮眠室が無い」と回答しています。
・　休憩時間については、3交替の施設では平均1時間13分、2交替の施設では平均2時間06分となっています。施設によって与えている休憩時間に幅があり、最も短い休憩時間は3交替で45分、2交替では1時間でした。
　※3交替夜勤：日勤務（早番などを含む）・準夜勤務・深夜勤務の3交替制で、各勤務は実働8時間以内となっている場合が多い。
　※2交替夜勤：日勤務（早番・遅番等を含む）・夜勤の2交替制で、日勤務の実働が8時間以内なのに対し、夜勤は8時間を超え16時間前後となっている場合が多い。
夜勤労働に対する悩みは、施設（入所系）で働く介護職員が抱く「悩み・不安・不満」の高位にあります。利用者の安全確保と介護労働者の安全衛生という観点からも、夜勤の規制や配置基準等の引き上げが一刻も早く求められています。
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